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消費税の改定 
 

令和8年度税制改正では、税負担の急増緩和のための新たな3割特例や免税事業者か

らの仕入税額控除の延⾧など、インボイス経過措置等の見直しが行われました。 
 

●2割特例の終了と3割特例の新設 

２割特例は令和8年9月30日で終了となり、3割特例へと移行されます。３割特例は個

人事業者にかかる令和9年分･10年分の消費税の確定申告において納付税額を売上税額

の３割とすることができる経過措置です。 

  R7 R8 R9 R10 R11～ 

改定前 2 割特例 簡易課税適用可能 

改定後 2 割特例 3 割特例適用可能 簡易課税適用可能 
※個人事業者は令和9年3月で申告期限を迎える令和8年の確定申告まで２割特例が適用可能。 

※法人は令和8年9月末を含む決算期の確定申告までが２割特例の対象。２割特例終了後は一般課税又は簡

易課税での申告。  

 

●簡易課税制度への円滑な移行措置 

 ２割特例又は3割特例の適用を受けた課税期間の翌課税期間から簡易課税制度に移行

する場合には、その適用を受けようとする課税期間の申告期限までに届出書を提出す

ることで、その課税期間から簡易課税制度の適用を受けることが可能です。 
※２割特例の適用を受けた課税期間の翌課税期間が、令和8年9月30日以前に終了する課税期間である場合

の届出書の提出期限は、その課税期間の末日まで。             

※確定申告書の提出期限の特例を受ける法人の届出書の提出期限は、特例により延⾧された期限まで。 

 

●免税事業者からの課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置の見直し 

免税事業者などから行った課税仕入れのうち、その一定割合を控除できる経過措置

について適用期限を２年延⾧し、以下のとおり控除可能割合が見直されました。 

 
 また、本経過措置の濫用防止のため、1免税事業者ごとの仕入に係る年適用上限額が

1億円に引き下げられました（改定前10億円）。 

※令和8年10月1日以後に開始する課税期間から適用。 
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